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(証券コード 3583)
2025年６月６日

（電子提供措置の開始日 2025年６月３日）
株 主 各 位

東京都墨田区両国四丁目31番11号
オ ー ベ ク ス 株 式 会 社
代表取締役社長 栗 原 則 義

第140期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第140期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に

ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに掲載しておりますの
で、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】 https://www.aubex.co.jp/ir/

【三井住友信託銀行ウェブサイト（株主総会ポータル®）】
https://www.soukai-portal.net

同封の議決権行使書用紙にあるQRコードを読み取るか、ID・パスワードをご入力ください。

【東証ウェブサイト (東証上場会社情報サービス)】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「オーベクス」または「コー
ド」に証券コード「3583」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／ＰＲ情報」を順に選択して、
「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。

なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）又は電磁的方法（インターネット）により議
決権を行使することができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類
をご検討のうえ、2025年６月24日（火曜日）午後５時30分までに議決権を行使してください
ますようお願い申しあげます。

敬 具
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記

１. 日 時 2025年６月25日（水曜日）午前10時

２. 場 所 東京都墨田区横網一丁目６番１号 国際ファッションセンタービル10階
（第一ホテル両国と同建物内） KFC ROOMS Room 101
末尾記載の「会場ご案内図」をご参照ください。

３. 目的事項
報告事項 １. 第140期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結

計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

２. 第140期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の
件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 監査役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をい

ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
・会計監査人の状況
・業務の適正を確保するための体制
・会社の支配に関する方針
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

◎ 監査報告の作成に際して監査役が監査した事業報告には、上記の事業報告の各事項が含まれております。ま
た、監査報告の作成に際して会計監査人及び監査役が監査した連結計算書類及び計算書類には、上記連結計
算書類及び計算書類の各事項が含まれております。

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにその旨、修正前及び修正後の事項
を掲載させていただきます。
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開催日時 2025年６月25日（水曜日）午前10時
開催場所 �国際ファッションセンタービル10階�

（第一ホテル両国と同建物内）KFC ROOMS Room 101

議決権行使についてのご案内
株主総会にご出席いただく場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

行使期限 2025年６月24日（火曜日）午後５時30分到着分まで

株主総会にご出席いただけない場合

各議案につき賛否の記載がない場合、「賛成」の意思表示があったものとしてお取り扱
いいたします。

同封の議決権行使書用紙に議案の賛否をご表示のうえ、ご返送ください。
● 書面による議決権行使

行使期限 2025年６月24日（火曜日）午後５時30分まで

重複して行使された議決権の取り扱いについて
（１）�インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権として取り

扱わせていただきます。
（２）�議決権行使書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるもの

を有効な議決権として取り扱わせていただきます。

４ページのインターネットによる議決権行使のご案内を
ご参照のうえ、議案に対する賛否をご入力ください。

● インターネットによる議決権行使

招集ご通知
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●�一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、
議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パス
ワード」をご入力いただく必要があります。
●�インターネットと書面により重複して議決権を行使され
た場合は、インターネットによる議決権行使を有効な�
ものといたします。また、インターネットによって複数回
議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効
な議決権行使としてお取扱いいたします。
●�1・4・7・10月の第1月曜日0:00～5:00は、メンテナンス
のためご利用いただけません。

お問い合わせ
三井住友信託銀行
証券代行ウェブサポート 
専用ダイヤル

0120-652-031
（受付時間 9時～21時）

ぜひQ&Aも
ご確認ください。

❶ �議決権行使書用紙に記載の
QRコード®を読み取ります。

❷ �株主総会ポータル®トップ画面
から「議決権行使へ」ボタン
をタップします。

❸ �スマート行使®トップ画面が表示
されます。以降は画面の案内に
従って賛否をご入力ください。

スマートフォン等による議決権行使方法

※�QRコードは（株）デンソーウェーブ
の登録商標です。

ご注意事項

以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログインID・パスワードをご入力のうえアクセスして
ください。ログイン以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

PC等による議決権行使方法

株主総会ポータルURL ▶https://www.soukai-portal.net
議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。 ▶https://www.web54.net

インターネットによる議決権行使のご案内

招集ご通知
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
第140期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案し、

以下のとおりといたしたいと存じます。
① 配当財産の種類

金銭
② 配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき33円
総額100,799,424円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月26日
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第２号議案 監査役１名選任の件
監査役植松亮氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役１名の選任をお願

いするものであります。なお、石川智一氏は植松亮氏の補欠として選任されることになりま
すので、その任期は当社定款の定めにより、退任された監査役の任期の満了すべき時までと
なります。また、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日） 略歴および重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

新任

石
いし

川
かわ

智
とも

一
かず

（1962年５月25日）

1984年４月 当社入社
2016年 4 月 天津奥貝庫斯技研有限公司 総経理
2017年４月 当社テクノ営業セクション長

2019年 4 月 天津奥貝庫斯技研有限公司 副董事長

2019年10月 当社千葉ニューテックセンター長

2022年６月 オーベクステクノロジー（株）取締役

6,458株

[監査役候補者とした理由]
石川智一氏は、入社以来、テクノ製品事業に携わり、2022年６月にグループ会社取締役に就任し、管理部門
責任者としてその職務と職責を果たしております。当社グループ全体に対する監査体制を更に強化するための
重要な役割を担うことを期待し、新任監査役候補者としました。
（注）1. 監査役候補者石川智一氏と当社との間には、特別な利害関係はありません。

2. 当社は、役員等賠償責任保険契約を締結しており、候補者が選任された場合は、当該保険契約の被
保険者となります。なお、当該保険契約の内容の概要等は事業報告「3.（4）役員等賠償責任保険契
約の内容の概要」をご参照ください。また、次回更新時には同様の内容での更新を予定しておりま
す。

以 上
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事 業 報 告

(20242025
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善に加えてインバウンド需要
の拡大などにより景気は緩やかな回復基調が続きました。一方で、物価の上昇や不安定な海
外情勢、また円安進行による原材料やエネルギーコストの高止まりなど、先行き不透明な状
況が継続しております。
このような事業環境の中、当社グループは2022年よりスタートした第８次中期経営計画

（オーベクスビジョン2024）の４つの基本戦略である①既存事業の強化による事業拡大と持
続的成長に向けた設備投資、②グル−プ技術を結集した新製品開発および新分野への展開、
③スタンダード市場の上場維持基準適合への取組み推進、④多様で柔軟な働き方と環境負荷
低減活動の推進に取り組んでまいりました。
以上の結果、当連結会計年度の売上高は6,035百万円（前期比12.0％増）、営業利益は

841百万円（前期比50.1％増）、経常利益は814百万円（前期比35.5％増）、親会社株主に
帰属する当期純利益は580百万円（前期比32.9％増）となりました。

売上高 60億35百万円 前期比 12.0％増

営業利益 8億41百万円 前期比 50.1％増

経常利益 8億14百万円 前期比 35.5％増
親会社株主に帰属する
当期純利益 5億80百万円 前期比 32.9％増
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セグメント別の状況は次のとおりであります。
（テクノ製品事業）

テクノ製品事業は、アジア地域の売上が好調に推移し、特に付加価値の高い筆記具用ペン
先の売上が伸長した結果、売上高は4,334百万円（前期比14.2％増）、セグメント利益は
1,060百万円（前期比43.2％増）となりました。
（メディカル製品事業）

メディカル製品事業は、国内各地で積極的なプロモーション活動を展開し、シェア拡大に
向けて販売活動に注力した結果、売上高は1,701百万円（前期比6.9％増）、セグメント利益
は123百万円（前期比17.8％減）となりました。
セグメント別売上高推移は次のとおりであります。

セグメント

第 138 期
（2023年３月期）

第 139 期
（2024年３月期）

第 140 期
（当連結会計年度）
（2025年３月期）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

テ ク ノ 製 品 事 業 3,894 73.3 3,796 70.5 4,334 71.8

メディカル製品事業 1,420 26.7 1,590 29.5 1,701 28.2

合 計 5,315 100.0 5,387 100.0 6,035 100.0

（対前期比） （96.9％） （101.4％） （112.0％）
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地域別売上高推移は次のとおりであります。

地 域 区 分

第 138 期
（2023年３月期）

第 139 期
（2024年３月期）

第 140 期
（当連結会計年度）
（2025年３月期）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

日 本 2,041 38.4 2,168 40.2 2,329 38.6
欧 州 900 16.9 633 11.8 560 9.3

北 米 287 5.4 248 4.6 281 4.6

中 南 米 189 3.6 145 2.7 154 2.6

ア ジ ア 1,806 34.0 2,115 39.3 2,635 43.7

そ の 他 89 1.7 75 1.4 74 1.2

合 計 5,315 100.0 5,387 100.0 6,035 100.0
（注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は163百万円であります。その主な

内訳は、テクノ製品事業の生産設備116百万円、メディカル製品事業の生産設備47百万円
であります。

（3）資金調達の状況
特に記載すべきものはありません。
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（4）対処すべき課題
今後の経済環境の見通しにつきましては、海外においては長期化するロシア・ウクライナ

情勢や中東情勢に加えて、米国の関税引き上げによる世界経済の下振れ懸念が高まっており
ます。また国内においては、少子高齢化による人手不足や賃上げの問題、更に、原材料やエ
ネルギー価格の上昇などのコスト増加により、先行きは厳しい状況が継続していくと思われ
ます。
テクノ製品事業では、グローバル市場における多様化するニ−ズに対応するため高付加価

値製品の開発に注力し、省力化および合理化のための設備投資を推進し生産性向上と販売拡
大に努めてまいります。
メディカル製品事業では、主力製品であるべセルフュ−ザ−の新診療分野への拡販を推進

し、またグローバル市場への展開を準備してまいります。
当社グループは「To The Next Stage 〜次のステージに向かって〜」をスローガンと

した第9次中期経営計画(2025年度〜2027年度)を策定し、その取組みをスタートしており
ます。この中期経営計画の概要は以下の通りであります。

・基本方針 ESG経営を推進し、新たな価値創出と持続可能な成長を追求する
・スローガン To The Next Stage 〜次のステージに向かって〜

・基本戦略 ① 強固な収益基盤の構築
② 環境負荷低減活動の推進
③ 成長を支える人財育成

創業者 渋沢栄一の精神を継承し、グループ一丸となって新たな価値創出と持続的安定成
長の実現を目指してまいります。
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し

あげます。
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第138期
2023年3月期

第137期
2022年3月期

第139期
2024年3月期

第137期
2022年3月期

第138期
2023年3月期

第139期
2024年3月期

第137期
2022年3月期

第138期
2023年3月期

第139期
2024年3月期

第137期
2022年3月期

第138期
2023年3月期

第139期
2024年3月期

第137期
2022年3月期

第139期
2024年3月期

第138期
2023年3月期

第137期
2022年3月期

第138期
2023年3月期

第139期
2024年3月期

第140期
2025年3月期

第140期
2025年3月期

第140期
2025年3月期

第140期
2025年3月期

第140期
2025年3月期

第140期
2025年3月期

5,486
727 536

5,416

194.04 9,441

5,315
639 469

169.17
9,328

5,833

5,387

600 436

156.80
9,721

6,256

6,035 814 580

209.05 9,842 6,707

■ 売上高 （単位：百万円）

■ １株当たり当期純利益 （単位：円）

■ 経常利益 （単位：百万円）

■ 総資産 （単位：百万円）

■ 親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）

■ 純資産 （単位：百万円）

11

（5）財産および損益の状況

区 分
第 137 期

（2022年３月期）
第 138 期

（2023年３月期）
第 139 期

（2024年３月期）
第 140 期

（当連結会計年度）
（2025年３月期）

売 上 高(百万円) 5,486 5,315 5,387 6,035

経 常 利 益(百万円) 727 639 600 814

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 536 469 436 580

１株当たり当期純利益 (円) 194.04 169.17 156.80 209.05

総 資 産(百万円) 9,441 9,328 9,721 9,842

純 資 産(百万円) 5,416 5,833 6,256 6,707

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,957.25 2,100.85 2,246.20 2,439.07
（注） １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算出しております。
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（6）重要な子会社の状況（2025年３月31日現在）
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

オーベクステクノロジー株式会社 50百万円 100.0％ サインペン先等の研磨加工

オーベクスメディカル株式会社 97百万円 100.0％ 医療機器の製造

天津奥貝庫斯技研有限公司 300万USドル 100.0％ サインペン先等の販売、研磨加工

（注） 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

（7）主要な事業内容（2025年３月31日現在）
当社グループは、当社と子会社３社（オーベクステクノロジー株式会社、オーベクスメデ

ィカル株式会社、天津奥貝庫斯技研有限公司）で構成されており、テクノ製品およびメディ
カル製品の製造、販売を主たる事業内容としております。
当社グループのセグメントおよび事業内容は次のとおりであります。

セ グ メ ン ト 事 業 内 容
テ ク ノ 製 品 事 業 サインペン先、マーキングペン先、コスメチック用ペン先の製造販売
メ デ ィ カ ル 製 品 事 業 インフューザー、ガイドワイヤーの製造販売

（8）主要な事業所および工場（2025年３月31日現在）
会 社 名 名 称 所 在 地

当 社
本 社
千葉事業所
千葉ニューテックセンター

東京都墨田区
千葉県白井市
千葉県印西市

オーベクステクノロジー株式会社 本社および工場 千葉県白井市

オーベクスメディカル株式会社 本 社
鹿児島事業所

東京都墨田区
鹿児島県姶良市

天 津 奥 貝 庫 斯 技 研 有 限 公 司 本社および工場 中国天津市
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（9）従業員の状況（2025年３月31日現在）
企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

368名 [174名] 25名増 [12名増]

（注）1. 従業員数は就業人員であります。
2. 従業員数欄および前期末比増減欄の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人数により算

出しております。

（10）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 490

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 375

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 320

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 155
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２．会社の株式に関する事項
（1）株式の状況（2025年３月31日現在）

発行可能株式総数 8,000,000株
発行済株式総数 3,092,623株（自己株式38,095株を含む）
株 主 数 1,234名
大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

昭 和 化 学 工 業 株 式 会 社 471,435 15.43
株 式 会 社 麻 生 445,600 14.58
若 築 建 設 株 式 会 社 423,209 13.85
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 E 口） 304,386 9.96
オ ー ベ ク ス 取 引 先 持 株 会 115,000 3.76
栗 原 則 義 80,595 2.63
大 塩 学 而 72,800 2.38
青 木 勇 56,500 1.84
オ ー ベ ク ス 従 業 員 持 株 会 55,833 1.82
木 内 忠 興 46,400 1.51

（注）1. 持株比率は自己株式（38,095株）を控除して計算しております。
2. 株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）は、株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託
（BBT-RS）における当社株式の再信託先です。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
区 分 株 式 数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 56,921株 6名

社外取締役 3,000株 2名

監 査 役 4,000株 3名

（注）1. 当社の株式報酬の内容につきましては、「3.（5）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等」に
記載のとおりであります。

2. 上記は、退任した当社役員及び株式報酬制度制度の一部改定に伴い交付されたものであります。
3. 上記は、株式報酬制度制度の一部改定に伴い交付された譲渡制限付株式42,863株を含んでおりま

す。
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の状況（2025年3月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 栗 原 則 義

取 締 役 村 上 弘 成 テクノ事業部長 兼 テクノセグメント統括

取 締 役 作 田 隆太郎 メディカル事業部長
オーベクスメディカル株式会社 代表取締役社長

取 締 役 塚 越 孝 弘 管理部長

取 締 役 片 山 貴 義 テクノ副事業部長
オーベクスメディカル株式会社 取締役

取 締 役（社外） 石 橋 健 藏 昭和化学工業株式会社 代表取締役社長

取 締 役（社外） 中 村 誠 若築建設株式会社 取締役 兼 常務執行役員

常勤監査役（社外） 濱 渦 裕 彦

監 査 役（社外） 濵 田 慶 信 みどり総合法律事務所 代表

監 査 役（社外） 植 松 亮 植松公認会計士・税理士事務所 代表
（注）1. 取締役 石橋健藏氏および中村誠氏は、社外取締役であります。当社は両氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、届け出ております。
2. 監査役 濱渦裕彦氏および濵田慶信氏ならびに植松亮氏は、社外監査役であります。当社は3氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、届け出ております。
3. 監査役 濵田慶信氏と当社の間には、法律顧問契約があります。
4. 監査役 植松亮氏と当社の間には、業務委託契約があります。
5. 監査役 濱渦裕彦氏は、昭和化学工業株式会社の経理部門における長年の経験に加えて、財務および

会計に関する相当程度の知見を有しております。
6. 監査役 植松亮氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程

度の知見を有しております。
7. 当事業年度中に就任した取締役

2024年6月25日開催の第139期定時株主総会において、片山貴義氏が新たに取締役に選任され就任
いたしました。

8. 当事業年度中に退任した取締役
木内忠興氏は、2024年６月25日開催の第139期定時株主総会終結の時をもって、任期満了により退
任いたしました。

9. 当事業年度中に就任した監査役
2024年6月25日開催の第139期定時株主総会において、木内忠興氏が新たに監査役に選任され就任
いたしました。木内忠興氏の逝去に伴う退任により、法令で定める監査役の員数を欠くこととなる
ため、補欠監査役の植松亮氏が2025年1月14日付で監査役に就任いたしました。

10. 当事業年度中に退任した監査役
永田稔氏は、2024年６月25日開催の第139期定時株主総会終結の時をもって、辞任により退任いた
しました。
木内忠興氏は、2025年1月9日に逝去され、同日をもって退任いたしました。

2025年05月23日 10時46分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



事業報告

16

（2）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

（3）補償契約の内容の概要
該当事項はありません。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任

を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を
当該保険契約により補填することとしております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社および子会社の取締役、監査役および執

行役員であり、すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。

（5）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社の取締役の報酬等に関する基本方針は、企業価値の持続的な向上を図るインセン
ティブとして機能させることを目的として取締役会決議により決定しております。基本
報酬は月例の固定報酬とし、当社の業績や職務の内容等を考慮しながら総合的に勘案し
て決定しております。監査役の報酬等の額については、監査役の協議により決定してお
ります。
また、株式報酬制度については、2016年６月24日開催の第131期定時株主総会にお

いて、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入し、2024年6月25日開催の第139
期定時株主総会において、株式報酬制度の一部改定し、対象者を変更するとともに、給
付する株式に退任までの間の譲渡制限を付す「株式給付信託（BBT-RS）」に改定してお
ります。取締役（社外取締役を除く）には、役員等株式給付規程に基づき役位および業
績達成度等により定まる数のポイントが付与されます。業績達成度等に係る指標は、効
率性と収益性を考慮してROE、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益の３つの指
標を採用しております。付与されるポイント数は、通期連結業績予想に基づいて設定さ
れた当該各指標の目標値に対する達成率により決定しており、当連結会計年度における
指標の目標は、ＲＯＥ7.2％、経常利益610百万円、親会社株主に帰属する当期純利益
460百万円であり、達成率はＲＯＥ123.6％、経常利益133.5％、親会社株主に帰属す
る当期純利益126.1％であります。
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② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社の取締役の報酬額は、1990年６月27日開催の第105期定時株主総会決議におい

て、月額12,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議をいただいてお
ります。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち、社外取締役は２名）
です。監査役の報酬額については、2007年６月27日開催の第122期定時株主総会にお
いて月額3,000千円以内と決議をいただいております。当該定時株主総会終結時点の監
査役の員数は３名です。
また、上記報酬限度額とは別枠で2016年６月24日開催の第131期定時株主総会にお

いて、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入し、2024年6月25日開催の第139
期定時株主総会において、株式報酬制度の一部改定し、対象者を変更するとともに、給
付する株式に退任までの間の譲渡制限を付す「株式給付信託（BBT-RS）」に改定してお
ります。
取締役（社外取締役を除く）には、役員等株式給付規程に基づき役位および業績達成

度等により定まる数のポイントが付与されます。取締役（社外取締役を除く）に付与さ
れる1事業年度当たりのポイント数は、13,440ポイントを上限とする旨の決議をいただ
いております。本制度の対象となる取締役の員数は５名となります。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社の個人別の基本報酬額については、取締役会決議に基づき、代表取締役社長であ

る栗原則義がその具体的内容について決定しております。基本報酬額の決定を代表取締
役社長に委任した理由は、当社グループの業績を勘案しながら、各取締役の業績貢献度
および職務内容の評価を行うのに適任であり、取締役会としては、代表取締役社長が業
績および職務の内容を勘案し、各取締役の基本報酬額を決定していることから、その内
容が決定方針に沿うものと判断しております。
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④ 取締役および監査役の報酬等の総額等

区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員
の員数（名）基本報酬 株式報酬

取 締 役
（社外取締役を除く） 104,699 81,120 23,579 6

監 査 役
（社外監査役を除く） 8,355 8,260 95 2

社 外 取 締 役 7,655 7,560 95 2

社 外 監 査 役 6,766 6,480 286 3

（注） 株式報酬については、業績達成度等に応じて付与されたポイントに相当する当社株式及び当社株式を退任
日時点の時価で換算した金額相当の金銭が信託を通じて給付される株式報酬制度に基づき、当連結会計年
度に費用計上した株式報酬相当額であります。
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（6）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
・社外取締役石橋健藏氏の兼職先である昭和化学工業株式会社は、当社発行済株式総数の
15.24％を保有する大株主です。当社との取引関係はありません。

・社外取締役中村誠氏の兼職先である若築建設株式会社は、当社発行済株式総数の
13.68％を保有する大株主です。当社との取引関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 石 橋 健 藏
当事業年度に開催された取締役会10回全てに出席し、事業会社の代表取
締役としての豊富な経験と幅広い知識により、取締役会の監督機能強化
と透明性の確保に向け、社外の客観的な立場から適切な提言や助言を行
っております。

取締役 中 村 誠
当事業年度に開催された取締役会10回全てに出席し、事業会社の取締役
としての豊富な経験と幅広い知識により、取締役会の監督機能強化と透
明性の確保に向け、社外の客観的な立場から適切な提言や助言を行って
おります。

監査役 濱 渦 裕 彦
当事業年度に開催された取締役会10回全てに出席し、必要に応じて社外
の立場から意見を述べております。また、当事業年度に開催された監査
役会14回全てに出席し、意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行
っております。

監査役 濵 田 慶 信
当事業年度に開催された取締役会10回全てに出席し、必要に応じて社外
の立場から意見を述べております。また、当事業年度に開催された監査
役会14回全てに出席し、意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行
っております。

監査役 植 松 亮
2025年1月14日の就任以降開催された取締役会2回全てに出席しており
ます。また、就任以降開催の監査役会4回全てに出席し、意見交換、監査
に関する重要事項の協議等を行っております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
千円 千円

（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産 6,585,675 流 動 負 債 1,639,264

現 金 及 び 預 金 2,850,379 支払手形及び買掛金 163,081
受取手形及び売掛金 1,297,618 電 子 記 録 債 務 327,261
電 子 記 録 債 権 106,871 １年内返済予定の長期借入金 552,060
商 品 及 び 製 品 239,420 リ ー ス 債 務 13,088
仕 掛 品 1,416,295 未 払 法 人 税 等 144,385
原材料及び貯蔵品 500,000 賞 与 引 当 金 138,296
そ の 他 175,205 そ の 他 301,091
貸 倒 引 当 金 △115 固 定 負 債 1,495,783

固 定 資 産 3,257,172 長 期 借 入 金 894,330
有 形 固 定 資 産 2,944,202 リ ー ス 債 務 30,543
建 物 及 び 構 築 物 914,027 再評価に係る繰延税金負債 23,719
機械装置及び運搬具 434,501 株 式 給 付 引 当 金 118,936
土 地 1,457,525 退職給付に係る負債 427,738
リ ー ス 資 産 50,600 そ の 他 515
建 設 仮 勘 定 19,311 負 債 合 計 3,135,047
そ の 他 68,236

無 形 固 定 資 産 33,371 （純資産の部）
特 許 権 10,050 株 主 資 本 6,529,498
リ ー ス 資 産 2,597 資 本 金 1,939,834
そ の 他 20,723 資 本 剰 余 金 517,064

投 資その他の資産 279,598 利 益 剰 余 金 4,328,704
投 資 有 価 証 券 124,970 自 己 株 式 △256,105
出 資 金 130 その他の包括利益累計額 178,302
繰 延 税 金 資 産 97,934 その他有価証券評価差額金 60,473
そ の 他 62,556 土 地 再 評 価 差 額 金 26,474
貸 倒 引 当 金 △5,993 為 替 換 算 調 整 勘 定 91,354

純 資 産 合 計 6,707,800
資 産 合 計 9,842,848 負債・純資産合計 9,842,848

2025年05月23日 10時46分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



計算書類等

21

連 結 損 益 計 算 書

(20242025
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

科 目 金 額

千円 千円
売 上 高 6,035,997
売 上 原 価 3,742,417
売 上 総 利 益 2,293,579
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,452,174
営 業 利 益 841,405
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,058
受 取 配 当 金 3,378
そ の 他 5,102 10,539

営 業 外 費 用
支 払 利 息 13,107
為 替 差 損 21,340
そ の 他 3,466 37,914

経 常 利 益 814,030
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,290 6,290
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,751 1,751
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 818,569
法人税、住民税及び事業税 240,618
法 人 税 等 調 整 額 △2,185 238,433
当 期 純 利 益 580,136
親会社株主に帰属する当期純利益 580,136
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
千円 千円

（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産 5,565,830 流 動 負 債 1,766,116

現 金 及 び 預 金 2,112,694 支 払 手 形 12,576
受 取 手 形 145,260 電 子 記 録 債 務 327,261
電 子 記 録 債 権 106,871 買 掛 金 502,607
売 掛 金 1,140,149 １年内返済予定の長期借入金 531,740
商 品 及 び 製 品 199,830 リ ー ス 債 務 11,380
仕 掛 品 1,256,913 未 払 金 73,855
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 426,271 未 払 費 用 42,935
前 払 費 用 17,812 未 払 法 人 税 等 117,989
未 収 入 金 148,810 前 受 金 17,458
そ の 他 の 流 動 資 産 11,356 預 り 金 32,176
貸 倒 引 当 金 △140 賞 与 引 当 金 90,639

固 定 資 産 3,128,263 設備関係電子記録債務 2,896
有 形 固 定 資 産 2,251,186 そ の 他 2,597
建 物 597,618 固 定 負 債 1,327,459
構 築 物 41,450 長 期 借 入 金 829,310
機 械 装 置 185,401 リ ー ス 債 務 28,060
車 両 運 搬 具 79 再評価に係る繰延税金負債 23,719
工 具 器 具 備 品 57,407 退 職 給 付 引 当 金 338,742
土 地 1,330,934 株 式 給 付 引 当 金 103,110
リ ー ス 資 産 36,114 長 期 預 り 金 4,515
建 設 仮 勘 定 2,180 負 債 合 計 3,093,575

無 形 固 定 資 産 20,242
特 許 権 10,050 （純資産の部）
実 用 新 案 権 520 株 主 資 本 5,513,569
商 標 権
意 匠 権

491
4,826 資 本 金 1,939,834

電 話 加 入 権 1,128 資 本 剰 余 金 507,914
ソ フ ト ウ エ ア 3,224 資 本 準 備 金 484,958

投資その他の資産 856,833 そ の 他 資 本 剰 余 金 22,956
投 資 有 価 証 券 123,671 利 益 剰 余 金 3,321,926
関 係 会 社 株 式 292,303 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,321,926
出 資 金 80 繰 越 利 益 剰 余 金 3,321,926
関 係 会 社 出 資 金 351,447 自 己 株 式 △256,105
長 期 前 払 費 用 1,029 評価・換算差額等 86,947
繰 延 税 金 資 産 58,769 その他有価証券評価差額金 60,473
そ の 他 の 投 資 35,525 土地再評価差額金 26,474
貸 倒 引 当 金 △5,993 純 資 産 合 計 5,600,517
資 産 合 計 8,694,093 負債・純資産合計 8,694,093
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損 益 計 算 書

(20242025
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

科 目 金 額

千円 千円
売 上 高 5,575,203
売 上 原 価 3,866,635
売 上 総 利 益 1,708,568
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,196,060
営 業 利 益 512,508
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 21,338
関 係 会 社 賃 貸 資 産 収 入 25,440
為 替 差 益 2,691
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 730
そ の 他 1,392 51,593

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,710
関 係 会 社 賃 貸 資 産 費 用 23,872
そ の 他 3,406 39,989

経 常 利 益 524,111
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,290 6,290
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,751 1,751
税 引 前 当 期 純 利 益 528,650
法人税、住民税及び事業税 160,517
法 人 税 等 調 整 額 △19,817 140,700
当 期 純 利 益 387,949
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年５月19日

オーベクス株式会社
取締役会 御中

監 査 法 人 グラヴィタス
京都府京都市
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 藤 本 良 治

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 飯 田 一 紀

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、オーベクス株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日ま

での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オー

ベクス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意
見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年５月19日

オーベクス株式会社
取締役会 御中

監 査 法 人 グラヴィタス
京都府京都市
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 藤 本 良 治

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 飯 田 一 紀

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、オーベクス株式会社の2024年4月1日から2025年3月31

日までの第140期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計

算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付
ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて
いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第140期事業年度における取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」（企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人「監査法人グラヴィタス」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人「監査法人グラヴィタス」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月20日

オーベクス株式会社 監査役会
常勤社外監査役 濱 渦 裕 彦 ㊞

社外監査役 濵 田 慶 信 ㊞

社外監査役 植 松 亮 ㊞

以 上
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

第140期定時株主総会
会場ご案内図 東京都墨田区横網一丁目６番１号

国際ファッションセンタービル10階（第一ホテル両国と同建物内）
電話 03（5610）5801

ＫＦＣ ROOMS Room 101
2025年６月25日（水曜日）午前10時

会場
日時

東京都墨田区両国四丁目31番11号
https://www.aubex.co.jp/

●ＪＲ総武線「両国駅」東口 ➡ 徒歩約７分
● 都営地下鉄大江戸線「両国駅」A１出口 ➡ 直上

交通機関
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